
証券コード　5697
2019年６月６日

株　主　各　位
大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号

代表取締役社長 西 野 淳 二

第73期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第73期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席下さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月26日（水曜日）午
後５時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号　当社３階ホール

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照下さい。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項
１．第73期 ( 自　2018年４月１日

至　2019年３月31日 ) 事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第73期 ( 自　2018年４月１日
至　2019年３月31日 ) 計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役３名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件

以 上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正す
べき事項が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.sanyu-cfs.co.jp)において修正後の事項を掲載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（ 自　2018年４月１日
至　2019年３月31日 ）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米中貿易摩擦激化及び中国の景

気減速などの懸念要因があったものの、政府による経済政策や好調な企業

業績により、雇用・所得環境の改善が継続し、景気は緩やかな回復基調が

続きました。

　わが国のみがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線業界（当業界）におきましては、

主要需要家である自動車業界の生産活動が引き続き堅調に推移したことか

ら、2018年暦年における当業界の生産量は1,894千トンと前年に比し32千ト

ン増加いたしました（前年比1.8％増）。

　このような経営環境下、当社グループは全社を挙げて収益の確保に取り

組みました。

　また、当社は2018年11月５日に大阪ミガキ株式会社の株式を取得し、当

社グループの業容拡大及び事業基盤強化に取り組みました。

　販売面では、既存の顧客に対するきめ細かな営業活動に加え、新規取引

先の開拓により販売数量の拡大に努めた結果、販売数量は拡大し131千トン

（前期比11.0％増）となり、売上高は19,596百万円（同13.8％増）と増収

となりました。

　損益につきましては、材料（鋼材）価格の値上げの影響があったものの、

製品価格への転嫁及び販売数量の拡大に取り組み、併せて経費の増加抑制

に努めた結果、営業利益は694百万円（同40.9％増）、経常利益は699百万

円（同31.8％増）と増益となりました。なお、前連結会計年度においては、

完全子会社の株式会社サンユウ九州を吸収合併したことによる繰延税金資

産の計上に伴い税効果適用後の税金費用が軽減しましたが、当連結会計年

度は格別の特殊要因がないため、親会社株主に帰属する当期純利益は420百

万円（同0.6％増）となりました。

－ 2 －

当連結会計年度の事業の状況



　なお、事業部門ごとの業績は次のとおりであります。

　まず、みがき棒鋼部門におきましては、販売数量は74千トンとなり、売

上高は12,198百万円（同13.9％増）となりました。

　次に、冷間圧造用鋼線部門におきましては、販売数量は57千トンとなり、

売上高は7,398百万円（同13.7％増）となりました。

②　設備投資の状況及び資金調達の状況

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は421百万円で、その主なもの

は、ショットブラストの更新（67百万円）であります。これらの資金は自

己資金及び借入金にて賄いました。

③　対処すべき課題

　わが国経済の今後の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善傾向

が続くなかで、各種政策の効果もあって、引き続き緩やかに回復していく

ことが予想されますが、一方で通商問題の動向を含めた海外経済の不確実

性などの懸念要因があり、楽観視できない状況にあります。

　わが国の当業界につきましても、主要需要業界である自動車・建設機械

分野において、今後の見通しに関する不透明感が増しつつあり、2018年度

を通してタイトであった鋼材需給についても注視が必要な状況となってお

ります。

　このような経営環境下、当社グループにおきましては、保有する生産設

備の効率的且つ最適な稼働を図るなどグループ間・事業所間の連携を一層

強化することにより、グループ内経営資源を有効に活用し、連結収益の最

大化を追求する所存であります。

　株主の皆様におかれましては、なにとぞ以上の諸事情をご賢察のうえ、

今後ともご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
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(2) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第70期

( 自2015年４月１日
至2016年３月31日 )

第71期

( 自2016年４月１日
至2017年３月31日 )

第72期

( 自2017年４月１日
至2018年３月31日 )

第73期
(当連結会計年度)

( 自2018年４月１日
至2019年３月31日 )

売 上 高(百万円) 15,414 15,404 17,220 19,596

経 常 利 益(百万円) 263 312 530 699

親会社株主に
帰属する当期
純 利 益

(百万円) 173 194 418 420

１株当たり当期純利益 28円77銭 32円24銭 69円19銭 69円62銭

総 資 産(百万円) 13,930 13,926 14,469 18,630

純 資 産(百万円) 7,117 7,286 7,662 8,823

１株当たり純資産額 1,177円56銭 1,205円45銭 1,267円61銭 1,328円31銭

（注）１株当たり当期純利益は、保有する自己株式を除く期中平均発行済株式の総数に基づき、

１株当たり純資産額は、保有する自己株式を除く期末発行済株式の総数に基づき算出して

おります。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

大 阪 ミ ガ キ 株 式 会 社 40百万円 52.0％
みがき棒鋼の製造及び

販売

大同磨鋼材工業株式会社 20百万円 100.0％ 鋼材の販売

（注）1. 当社は、2018年４月１日に当社100％出資の連結子会社である三和精密工業株式会社を

吸収合併いたしました。

　　 2. 当社は、2018年11月２日開催の取締役会において、大阪ミガキ株式会社の株式を取得

し、子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2018年11月５

日付で株式を取得いたしました。

(4) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）
①　みがき棒鋼の製造、加工及び販売
②　冷間圧造用鋼線の製造、加工及び販売
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(5) 事業所（2019年３月31日現在）
    ①  当社の事業所

本 社 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号
（営業店舗）
枚 方 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号
東 大 阪 大阪府東大阪市今米２丁目６番４号
八 尾 大阪府八尾市老原８丁目58番地
九 州 熊本県菊池市七城町蘇崎1196番８
（工　　場）
本 社 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号
八 尾 大阪府八尾市老原８丁目58番地
九 州 熊本県菊池市七城町蘇崎1196番８

 　 ②　子会社
大 阪 ミ ガ キ 株 式 会 社 大阪府東大阪市本庄西３丁目７番４号
大同磨鋼材工業株式会社 広島県広島市西区小河内町１丁目25番13号

(6) 使用人の状況（2019年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

301名 58名増

（注）1. 使用人数には、当社グループから当社グループ外への出向者（３名）、嘱託及びパート
タイマーを含んでおりません。

　　 2. 使用人数が58名増加しておりますが、その主な理由は、2018年11月５日付で大阪ミガキ
株式会社の株式を取得し、子会社化したためであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

198名 ６名増 37.2歳 13.5年

（注）使用人数には、当社から社外への出向者（３名）、嘱託及びパートタイマーを含んでおり
ません。

(7) 主要な借入先（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 京 都 銀 行 904百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 535

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 452
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 (8)　その他企業集団の現況に関する重要な事項

  該当事項はありません。

２. 会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）

 (1)　発行可能株式総数　　19,344,000株

 (2)　発行済株式の総数　   6,091,000株

 (3)　株主数　　　　　　　　 　1,209名

(4)　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 2,035千株 33.67％

株 式 会 社 メ タ ル ワ ン 315 5.21

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 295 4.88

村 岡 克 彦 264 4.38

日 鉄 住 金 物 産 株 式 会 社 250 4.14

永 田 麻 里 187 3.10

佐 藤 商 事 株 式 会 社 180 2.98

サ ン ユ ウ 従 業 員 持 株 会 158 2.63

柏 木 伸 夫 135 2.25

株 式 会 社 り そ な 銀 行 110 1.82

（注）1. 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（46,496株）を控除して計算しておりま

す。

　　 2. 2019年３月31日現在、大株主として記載しております新日鐵住金株式会社及び日鉄住金

物産株式会社は、2019年４月１日付をもって社名を日本製鉄株式会社及び日鉄物産株式

会社にそれぞれ変更しております。

（5)　その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

３. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４. 会社役員に関する事項

 (1)　取締役及び監査役の氏名等（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 西 野 淳 二

取 締 役 加 藤 和 彦 執行役員財務部長

取 締 役 清 　 水 　 良 　 寛
弁護士
マックスバリュ中部株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 山 田 邦 夫 大同磨鋼材工業株式会社監査役

監 査 役 熊 岡 繁 喜 熊岡税理士事務所所長

監 査 役 長 谷 川 　 泰 一 郎

新日鐵住金株式会社(現 日本製鉄株式会
社)大阪支社棒線第一室長
日鉄住金精鋼株式会社(現 日鉄精鋼株式会
社)社外監査役

（注）１．取締役清水良寛氏は社外取締役であります。

２．監査役熊岡繁喜及び監査役長谷川泰一郎の両氏は社外監査役であります。

３．取締役清水良寛氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。

４．監査役熊岡繁喜氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当の知見を

有するものであります。

５．当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び各監査役との間に、任務

を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　　当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

(2)　事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び重要な兼職
の状況

山　田　邦　夫 2018年６月28日 任期満了 取締役専務執行役員営業本部長

矢 田 　 光 2018年６月28日 任期満了
取締役執行役員安全統括部長兼
設備部長

田 中 　 優 2018年６月28日 辞任 常勤監査役
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(3)　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

５名
(１名)

56,958千円
(2,850千円)

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

３名
(２名)

16,311千円
(6,708千円)

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

８名
(３名)

73,269千円
(9,558千円)

（注）１．上記には、2018年６月28日開催の第72期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役２名及び社外監査役１名を含んでおります。

２．監査役の支給人員は、無報酬の社外監査役１名を除いております。

３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

４．取締役の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第70期定時株主総会において年額

100,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、1995年６月29日開催の第49期定時株主総会において年額

24,000千円以内と決議いただいております。

(4)　社外役員等に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

監査役長谷川泰一郎氏は、当社の特定関係事業者である新日鐡住金株式

会社（現 日本製鉄株式会社）の業務執行者を兼務しております。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

　取締役清水良寛氏は、マックスバリュ中部株式会社の社外監査役であり

ます。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　監査役長谷川泰一郎氏は、日鉄住金精鋼株式会社（現 日鉄精鋼株式会

社）の社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はあり

ません。
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ハ．当事業年度における取締役会及び監査役会への出席状況並びに発言状況

氏 名 活 動 状 況

 取締役　清　水　良　寛

当事業年度中に開催の取締役会19回のうち19回出

席しており、弁護士としての豊富な経験と専門知識

及び他社での社外役員の経験を活かして、取締役会

において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を

確保するための発言、助言及び提言を行っておりま

す。

 監査役　熊　岡　繁　喜

当事業年度中に開催の取締役会19回のうち19回、監

査役会６回のうち６回出席しており、税理士として

の専門的見地から、取締役会において、特に税務に

関わる助言・提言を行っております。また、監査役

会において、当社の経理システム及び内部監査につ

いて、適宜、必要な発言を行っております。

 監査役　長谷川　泰一郎

当事業年度中に開催の取締役会19回のうち16回、監

査役会６回のうち５回出席しており、鉄鋼人として

の幅広い見地から、取締役会において、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、

助言及び提言を行っております。また、監査役会に

おいて、当社の経理システム及び内部監査につい

て、適宜、必要な発言を行っております。
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５. 会計監査人の状況

 (1)　会計監査人の名称    有限責任あずさ監査法人

 (2)　会計監査人としての報酬等の額

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての

報酬等の額
24,500千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支

払うべき金銭その他の財産上の利益の

合計額

34,215千円

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額に

はこれらの合計額を記載しております。

      ２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況

及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検

証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をい

たしました。

 (3)　非監査業務の内容

　当社が有限責任あずさ監査法人に対して報酬を支払っている非監査業務の

内容は、財務・税務デューデリジェンス業務等であります。

 (4)　会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を報

告いたします。

６. 業務の適正を確保するための体制

    取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社の業務並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確

保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
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(1)　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　　  当社の経営管理体制は取締役会、監査役会及び会計監査人によって構成さ

れます。

　取締役会は、取締役会規程その他の規程に基づき、経営上の重要事項につ

いて決定を行い、または報告を受けます。

　業務執行取締役（執行役員を兼務する取締役）は、取締役会における決定

に基づき、各々の業務分担に応じて職務執行を行い、使用人の職務執行を監

督するとともに、その状況を取締役会に報告します。また､各取締役は、他の

取締役の職務執行の法令及び定款への適合性に関し、相互に監視します。

 (2)　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

  当社は、情報管理に関する規程に基づき、取締役会議事録をはじめとする

職務執行上の各種情報について、管理責任者の明確化、守秘区分の設定等を

行った上で、適切に保管します。

　また､財務情報等の重要な経営情報について、法令等に定める方法のほか、

適時・的確な開示に努めます。

 (3)　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  各業務執行取締役及び各執行役員は、自部門における事業上のリスクの把

握・評価を行い、諸規程で定められた権限・責任に基づき業務を執行します。

　安全衛生、環境・防災、情報管理、販売・購買・品質管理、財務報告の信

頼性等に関する各リスクについては、各々の担当部門が規程・マニュアル等

を整備し、従業員へ教育・啓発活動を通して周知するとともに、そのリスク

管理状況を内部統制室とタイアップして行うモニタリング等を通じて把握・

評価し、継続的な改善に向けたリスク管理活動に努めます。

 (4)　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

  予算計画、設備投資及び投融資等の重要な個別執行事項については、執行

役員会（現 経営会議）での審議を経て、取締役会において執行を決定しま

す。

　取締役会での決定に基づく業務執行は､各業務執行取締役、各執行役員及び

各部課長が遂行します。また､職務権限規程等の整備により必要な業務手続

等を定め、各業務執行取締役、各執行役員及び各部課長の権限と責任を明確

化します。
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 (5)　当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

  ｢サンユウ企業理念｣及び経営方針に基づき、全ての役員・従業員が経営の

理念や方針を共有するとともに、業務運営における判断の基準とします。各

業務執行取締役、各執行役員及び各部課長は、業務運営方針等を従業員に対

し周知・徹底します。

　各業務執行取締役、各執行役員及び各部課長は､内部統制基本規程及びサン

ユウ　コンプライアンス　プログラムに従い、自部門における法令・規程遵

守状況の把握等、業務上の法令違反行為の未然防止に努めるとともに、法令

違反のおそれのある行為・事実を認知した場合、すみやかに内部統制室及び

総務企画部門に報告します。

　内部統制室長は、社全体の内部統制システムの整備・運用状況を確認し、

各部門における法令及び規程遵守状況を把握・評価するとともに、法令・規

程違反の防止策等の必要な措置を講じます。

　これらの内容については、定期的に開催される代表取締役社長を委員長と

する内部統制委員会に報告され、コンプライアンスのチェックを行うととも

に業務執行取締役・執行役員・従業員に対する意識付けを徹底します。コン

プライアンス活動の一環として講習会の実施やマニュアルの作成・配付等、

従業員に対する教育体制を整備・拡充します。

　従業員は、法令及び規程を遵守し、適正に職務を行う義務を負います。違

法行為等を行った従業員については、就業規則に基づき懲戒処分を行います。

 (6)　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

  当社及びグループ会社は、事業戦略を共有化するとともに、一体となった

経営を行います。

　グループ会社の内部統制システムについては、各グループ会社社長の責任

に基づく自律的な構築・運用を基本としつつ、内部統制室長は各主管部門と

連携し、当社グループ全体の内部統制の状況を把握・評価するとともに、各

主管部門及び各グループ会社に対し、指導・助言を行います。

 (7)　監査役の監査に関する事項

  当社の取締役、執行役員及び従業員は、職務執行の状況、経営に重要な影

響を及ぼす事実等の重要事項について、適時・適切に監査役または監査役会

に直接または内部統制室等当社関係部門を通じて報告します。
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　また、当社の取締役、執行役員及び従業員は、内部統制システムの整備・

運用状況等の経営上の重要事項について、取締役会、執行役員会（現 経営会

議）及び内部統制委員会等において報告し、監査役との間で情報を共有する

とともに、必要に応じて監査役より報告を受けます。

　グループ会社の取締役、監査役及び従業員は、各グループ会社における職

務執行の状況、経営に重要な影響を及ぼす事実等の重要事項について、適時・

適切に当社の監査役または監査役会に直接または内部統制室等当社関係部門

を通じて報告します。

　当社は、これらの報告をした者に対し、内部通報に関する規程等に基づき、

報告したことを理由とする不利な取扱いは行いません。

　会計監査人、内部統制室長及び内部監査室長は、それぞれ監査役と定期的

にまたは必要の都度、それぞれの重要課題等に関する意見または情報交換を

行う等、相互に連携を図ります。また、内部統制室長は内部通報制度の運用

状況について監査役に報告します。

　当社は、監査役の職務執行上必要と認める費用を予算に計上します。また、

監査役が緊急または臨時に支出した費用については、事後、監査役の償還請

求に応じます。

７. 業務の適正を確保するための体制の運用状況について

    当社は、業務の適正を確保するための体制に基づき、以下のような具体的な

取り組みを行っております。

(1)　取締役の職務の執行

　　  取締役は、役員・従業員の法令遵守を強化するために当社で作成した「サ

ンユウ コンプライアンス プログラム」に記載する行動規範の定めに従い、

法令及び定款に則って行動するよう徹底されています。また、取締役会等を

通じ社外取締役から発言される機会を設けることで、監督機能が強化されて

おります。

　なお、当事業年度において、取締役会を19回開催し、取締役会規程その他

の規程に基づき、経営上の重要な事項について決定を行い、報告を受けまし

た。
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 (2)　リスク管理

  当社の損失の危険の管理に関する体制のうち、主に環境・防災に関するリ

スクについては、当社では毎年、大規模災害発生を想定し従業員避難を含め

た初動対策の訓練を行っております。当事業年度におきましては災害発生時

における対応リストのチェックを行い、問題及び課題を確認いたしました。

この訓練で抽出した課題は次年度の訓練プログラムに反映し、更なる改善に

つなげる所存であります。

  また、情報漏洩対策としてパソコン監視ソフトを導入し、データの複写・

変更・削除・印刷及びメールの送受信内容（添付ファイルを含む）の情報を

全て記録しており、何時、誰が、何を行ったかが追跡可能となっています。

当社のパソコンを使用する者にはそれらの仕組みを説明し、不正を行わない

よう教育しております。

  セキュリティーについては、法人向けのウイルス対策ソフトを導入し、ウ

イルスやフィッシングメールの削除を行っております。

 (3)　内部統制システム全般

　当事業年度において内部統制委員会は４回開催いたしました。内部統制委

員会においては、内部統制に関する年度計画の承認がなされ、各機能部門に

おける自己点検及び第三者によるモニタリング結果が報告されるとともに、

抽出された問題及び対策(案)の議論を経て、実行に至るまでのフォローがな

されました。この一事業年度にわたるＰＤＣＡのサイクルを回すことにより、

内部統制システム全般の整備・運用に関する改善を進めております。

８. 会社の支配に関する基本方針

当社は、永年蓄積した業務知識や営業ノウハウを有効活用することによって

全てのお客様に最高の満足度を提供することを経営の基本施策として、長期的

視野にたった経営を行い、現在のような強固な財務基盤を形成し、安定収益、

安定配当を実現しております。したがって、経営の効率性や収益性を高める観

点から、専門性の高い業務知識や営業ノウハウを備えた者が取締役に就任して、

法令及び定款の定めを遵守しつつ当社の財務及び事業の方針の決定に関する重

要な職務を担当することが、会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

ものと考えており、このことをもって会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針としております。

 (注）本事業報告に記載されている金額及び株式数については、表示単位未満の

端数は切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

（ 無 形 固 定 資 産 ）

の れ ん

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

(18,630,055)

12,580,628

2,184,165

5,012,113

992,825

2,015,534

279,078

1,915,551

224,336

△42,976

6,049,427

(5,574,677)

1,553,714

2,082,925

1,734,832

91,575

111,629

(199,319)

92,020

107,298

(275,430)

73,714

70,110

10,858

92,097

28,649

（負 債  の  部） (9,806,075)

流 動 負 債 8,436,662

支払手形及び買掛金 5,667,627

短 期 借 入 金 1,364,000

１年内返済予定の長期借入金 517,948

リ ー ス 債 務 31,229

未 払 法 人 税 等 168,825

賞 与 引 当 金 205,825

そ の 他 481,206

固 定 負 債 1,369,413

長 期 借 入 金 1,076,908

リ ー ス 債 務 68,194

繰 延 税 金 負 債 78,908

退職給付に係る負債 78,468

役員退職慰労引当金 2,500

資 産 除 去 債 務 64,074

そ の 他 360

（純 資 産 の 部） (8,823,980)

株 主 資 本 8,024,820

資 本 金 1,513,687

資 本 剰 余 金 1,318,057

利 益 剰 余 金 5,214,468

自 己 株 式 △21,392

その他の包括利益累計額 4,159

その他有価証券評価差額金 4,159

非 支 配 株 主 持 分 795,000

資 産 合 計 18,630,055 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,630,055
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連 結 損 益 計 算 書

（ 自　2018年４月１日
至　2019年３月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 19,596,355

売 上 原 価 16,856,828

売 上 総 利 益 2,739,526

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,044,558

営 業 利 益 694,968

営 業 外 収 益 87,727

受 取 利 息 及 び 配 当 金 19,142

受 取 賃 貸 料 41,604

受 取 保 険 金 18,275

そ の 他 8,704

営 業 外 費 用 83,250

支 払 利 息 5,461

賃 貸 費 用 14,523

支 払 手 数 料 60,429

そ の 他 2,836

経 常 利 益 699,445

特 別 利 益 40,165

固 定 資 産 売 却 益 820

出 資 会 社 清 算 益 26,007

補 助 金 収 入 13,336

特 別 損 失 32,196

固 定 資 産 売 却 損 4,147

固 定 資 産 除 却 損 10,422

投 資 有 価 証 券 評 価 損 17,625

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 707,414

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 158,167

法 人 税 等 調 整 額 84,001

当 期 純 利 益 465,245

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 44,405

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 420,839
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連結株主資本等変動計算書

（ 自　2018年４月１日
至　2019年３月31日 ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,513,687 1,318,057 4,848,029 △21,367 7,658,407

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,400 △54,400

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

420,839 420,839

自 己 株 式 の 取 得 △25 △25

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 366,438 △25 366,413

当 期 末 残 高 1,513,687 1,318,057 5,214,468 △21,392 8,024,820

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金

当 期 首 残 高 3,747 － 7,662,154

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,400

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

420,839

自 己 株 式 の 取 得 △25

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

412 795,000 795,412

当 期 変 動 額 合 計 412 795,000 1,161,825

当 期 末 残 高 4,159 795,000 8,823,980
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　　　　　　　２社

②連結子会社の名称　　　　　　大阪ミガキ株式会社

大同磨鋼材工業株式会社

(2) 連結の範囲の変更に関する注記

連結の範囲の変更　　　　　　当連結会計年度から大阪ミガキ株式会社を2018年12月31日

をみなし取得日として連結の範囲に含めています。これは、

大阪ミガキ株式会社の株式の過半数を取得したものであり

ます。

また、三和精密工業株式会社を連結の範囲から除外してい

ます。これは、当社を存続会社とする吸収合併により消滅

したためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しています。

(4) 会計方針に関する事項

①資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）により評価しています。

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法により評価しています。

棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品及び製品　　　　　　　　主として、総平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）により評価しています。

仕　 掛 　品　　　　　　　　主として、移動平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）により評価しています。

原   材　 料　　　　　　　　主として、移動平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）により評価しています。

②固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く)

定率法によっています。ただし、2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
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法によっています。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　15～50年

　機械装置及び運搬具　　　　14年

無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法によっています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してい

ます。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しています。

③引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しています。

賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度

に支給する賞与のうち、当連結会計年度の負担すべき

支給見込額を計上しています。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 連結子会社の役員への退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金内規に定める期末要支給額を計上

しています。

④のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却方法については、５年間の均等償却を行っています。

⑤退職給付に係る負債の計上基準

　　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

　る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

⑥消費税等の会計処理

　　税抜処理によっています。

２．表示方法の変更に関する注記

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しています。
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３．連結貸借対照表等に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

建 物 80,707千円

（ う ち 財 団 抵 当 ） （29,772千円）

機 械 装 置

（ う ち 財 団 抵 当 ）

土 地

（ う ち 財 団 抵 当 ）

81,975千円

（81,975千円）

286,800千円

（216,377千円）

計 449,482千円

②担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金

（ う ち 財 団 抵 当 ）

152,884千円

（39,120千円）

長 期 借 入 金 330,906千円

（ う ち 財 団 抵 当 ） （185,140千円）

計 483,790千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,977,734千円

(3) 国庫補助金等により有形固定資産の

　　　取得価額から直接控除している圧縮累計額 127,382千円

(4) 保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対する保証債務 47,477千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（USD　427,766）

      （注）外貨建保証債務は、決算時の為替相場により円換算しています。
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(5) 期末日満期手形

期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しています。

なお、連結会計年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交

換が行われたものとみなして処理しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受取手形 294,448千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子記録債権　　　　　　　　75,418千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支払手形　　　　　　　　　　44,975千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首の株式数

（株）
当連結会計年度増加株式数

（株）
当連結会計年度減少株式数

（株）
当連結会計年度末の株式数

（株）

普通株式 6,091,000 － － 6,091,000

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首の株式数

（株）
当連結会計年度増加株式数

（株）
当連結会計年度減少株式数

（株）
当連結会計年度末の株式数

（株）

普通株式 46,450 46 － 46,496

（注）自己株式の数の増加46株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

2018年６月28日開催の第72期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 54,400千円

・１株当たり配当額 ９円

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月29日
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②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2019年６月27日開催の第73期定時株主総会の議案として普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しています。

・配当金の総額 90,667千円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月28日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画に照らして、個々のグループ会社に必要な資金を独自に銀行

借入で調達することを基本方針としています。

一時的な余剰資金は短期的な預金（３ヶ月満期の定期預金）等で運用しています。

また、デリバティブ取引はリスクヘッジ目的でのみ使用し、投機目的では利用しないと

規定しています。なお、現時点では当該取引は行っておらず、今後とも行わない方針で

あります。

　②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。なお、外

貨建て債権はありません。

投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒

されています。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則と

して５年以内）は主に設備投資に係る資金調達であります。なお、借入金利は固定金利

を基本としています。

　③金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は「取引規程」に従い取引先と基本契約書を締結し、取引先企業の信用状態に応じ

担保を設定するなど債権保全策を検討してまいります。

また、「信用限度に関する規程」に従い、取引先ごとに取引限度枠を設定し、毎月取引

先ごとに債権の期日管理及び残高管理を行うとともに、１年ごとに取引限度枠の見直し

を行っています。
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市場リスク（価格変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務内容を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、毎期、各部署からの計画（販売計画、設備投資計画など）に基づき財

務部が年間資金計画を作成しています。また、期中においては適時更新するなど、定期

的に流動性リスクを管理しています。

　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは、次表には含まれていません（（注２）参照）。　　　（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額(*)
時価(*) 差額

①現金及び預金

②受取手形及び売掛金

③電子記録債権

④投資有価証券

　　その他有価証券

⑤支払手形及び買掛金

⑥短期借入金

⑦長期借入金

2,184,165

5,012,113

992,825

17,135

(5,667,627)

(1,364,000)

(1,594,856)

2,184,165

5,012,113

992,825

17,135

(5,667,627)

(1,364,000)

(1,595,677)

－

－

－

－

－

－

(821)

(*）負債に計上されているものについては、(　)で示しています。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

　①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。

　④投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。
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　⑤支払手形及び買掛金、並びに⑥短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。

　⑦長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるものの時価は、元利金の合計

額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

います。

(注２) 非上場株式及び出資金（連結貸借対照表計上額126,689千円）並びに保証債務は、市場

価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていません。

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 2,184,165 － － －

受取手形及び売掛金

電子記録債権

5,012,113

992,825

－

－

－

－

－

－

合計 8,189,103 － － －

(注４) 長期借入金の返済予定額

(単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 517,948 319,240 171,804 130,282 100,322 355,260
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６．企業結合に関する注記

　　（取得による企業結合）

当社は、2018年11月２日開催の取締役会において、大阪ミガキ株式会社の株式を取得し、

子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2018年11月５日付で株

式を取得しました。

(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

　被取得会社の名称　　大阪ミガキ株式会社

　事業内容　　　　　　みがき棒鋼の製造及び販売

②企業結合を行った主な理由

当社グループは、みがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線の製造・加工及び販売を事業として

おります。

現在、当社は３拠点でみがき棒鋼を製造しておりますが、慢性的な能力不足のため、

みがき棒鋼の製造及び販売を事業とする大阪ミガキ株式会社に従来から製造を委託し能

力不足を補って参りました。

当社が今後お客様に対する供給責任を充分に果たしていく為には、大阪ミガキ株式会

社の生産余力を継続的に活用することが必要であると考え、今般同社の子会社化を実施

するものであります。

③企業結合日

2018年11月５日（みなし取得日　2018年12月31日）

④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称

大阪ミガキ株式会社

⑥取得した議決権比率

取得前に所有していた議決権比率　　　－

企業結合日に取得した議決権比率　　52.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　　52.0％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2019年１月１日から2019年３月31日まで

なお、2018年12月31日をみなし取得日としています。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　現金 910,008千円

取得原価 910,008千円

－ 25 －

連結注記表



(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　　　　　　　60,429千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

96,863千円

②発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 2,120,433 千円

固定資産 1,021,208

資産合計 3,141,642

流動負債 1,151,576

固定負債 426,326

負債合計 1,577,902

(7) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結

損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高　　　　　　　　　　　　　　2,361,392千円

営業利益　　　　　　　　　　　　　　307,826

経常利益　　　　　　　　　　　　　　312,932

親会社株主に帰属する当期純利益　　　 93,562

（概算額の算定根拠）

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益

情報と、取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概

算額としています。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

①１株当たり純資産額 1,328円31銭

②１株当たり当期純利益 69円62銭

－ 26 －
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貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資  産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

（ 無 形 固 定 資 産 ）

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

電 話 加 入 権

水 道 施 設 利 用 権

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

(16,020,517)

9,835,202

1,290,081

1,904,149

824,840

2,282,587

1,504,294

247,597

1,592,415

7,536

206,427

6,227

△30,949

6,185,314

(4,354,645)

1,305,668

142,585

1,535,630

3,675

93,835

1,239,532

31,717

2,000

(77,722)

52,621

20,018

3,633

1,448

(1,752,946)

55,669

1,518,441

70,090

10,858

10,288

83,825

3,772

（負 債  の  部） (8,021,592)

流 動 負 債 7,168,513

支 払 手 形 764,129

買 掛 金 4,542,083

短 期 借 入 金 814,000

１年内返済予定の長期借入金 342,700

リ ー ス 債 務 10,474

未 払 金 380,085

未 払 法 人 税 等 143,500

未 払 費 用 23,000

預 り 金 740

賞 与 引 当 金 147,800

固 定 負 債 853,079

長 期 借 入 金 734,300

リ ー ス 債 務 23,380

退 職 給 付 引 当 金 39,998

資 産 除 去 債 務 55,400

（純 資 産 の 部） (7,998,924)

株 主 資 本 7,994,748

資 本 金 1,513,687

資 本 剰 余 金 1,317,207

資 本 準 備 金 1,317,207

利 益 剰 余 金 5,185,246

利 益 準 備 金 258,187

その他利益剰余金 4,927,058

買換資産圧縮積立金 183,879

別 途 積 立 金 3,600,000

繰越利益剰余金 1,143,178

自 己 株 式 △21,392

評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,176

その他有価証券評価差額金 4,176

資 産 合 計 16,020,517 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,020,517

－ 27 －
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損 益 計 算 書

（ 自　2018年４月１日
至　2019年３月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 18,097,112

売 上 原 価 15,995,639

売 上 総 利 益 2,101,472

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,536,511

営 業 利 益 564,960

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 19,033

受 取 賃 貸 料 45,284

受 取 保 険 金 18,275

そ の 他 7,249 89,842

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,384

賃 貸 費 用 15,709

そ の 他 1,577 21,671

経 常 利 益 633,131

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 715

出 資 会 社 清 算 益 26,007

抱 合 せ 株 式 消 滅 益 85,645 112,369

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 3,965

固 定 資 産 除 却 損 10,422

投 資 有 価 証 券 評 価 損 17,625 32,014

税 引 前 当 期 純 利 益 713,486

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 161,263

法 人 税 等 調 整 額 35,319 196,583

当 期 純 利 益 516,903

－ 28 －
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株主資本等変動計算書

（ 自　2018年４月１日
至　2019年３月31日 ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計買換資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,513,687 1,317,207 258,187 190,442 3,600,000 674,113 4,722,743 △21,367 7,532,271

当 期 変 動 額

買換資産圧縮
積立金の取崩

△6,562 6,562 － －

剰余金の配当 △54,400 △54,400 △54,400

当 期 純 利 益 516,903 516,903 516,903

自己株式の取得 － △25 △25

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）

当期変動額合計 － － － △6,562 － 469,065 462,502 △25 462,476

当 期 末 残 高 1,513,687 1,317,207 258,187 183,879 3,600,000 1,143,178 5,185,246 △21,392 7,994,748

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 3,747 7,536,019

当 期 変 動 額

買換資産圧縮
積立金の取崩

－

剰余金の配当 △54,400

当 期 純 利 益 516,903

自己株式の取得 △25

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）

428 428

当期変動額合計 428 462,905

当 期 末 残 高 4,176 7,998,924

－ 29 －
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法により評価しています。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品及び製品　　　　　　　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）により評価しています。

仕　 掛 　品　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）により評価しています。

原　 材 　料　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）により評価しています。

(2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　　　定率法によっています。ただし、2016年４月１日以降に

(リース資産を除く)　　　　　 取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっ

　　　　　　　　　　　　　　　ています。

　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建　　物　　　　　　15～50年

　機械装置　　　　　　　　14年

②無形固定資産　　　　　　　　定額法によっています。

(リース資産を除く)　　　　　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。

③リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しています。

(3）引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

います。
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②賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、翌事業年度に支給す

る賞与のうち、当事業年度の負担すべき支給見込額を計上

しています。

③退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しています。

退職給付引当金及び退職給付債務の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しています。

(4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜処理によっています。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

延税金負債は固定負債の区分に表示しています。

３．貸借対照表等に関する注記

(1）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　9,823,549千円

(2）国庫補助金等により有形固定資産の

　　　取得価額から直接控除している圧縮累計額　　　　　　　　　　　　127,382千円

(3）保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対する保証債務　　　 47,477千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（USD　427,766）

　　　(注)外貨建保証債務は、決算時の為替相場により円換算しています。

(4）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　312,116千円

　　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,631千円
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(5）期末日満期手形

期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しています。

なお、事業年度末が金融機関の休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が

行われたものとみなして処理しています。

　　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　236,655千円

　　　　電子記録債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 66,491千円

　　　　支払手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 27,245千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引の取引高

売上高 936,416千円

仕入高 3,694千円

その他の営業取引高 465,186千円

営業取引以外の取引高 9,205千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末の株式数

（株）

普通株式 46,450 46 － 46,496

（注）自己株式の数の増加46株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 45,226千円

貸倒引当金 9,470千円

未払事業税 10,801千円

退職給付引当金 12,239千円

減価償却超過額 73,095千円

出資金評価損 32,956千円

投資有価証券評価損 31,341千円

その他 38,390千円

小計 253,523千円

評価性引当額 △82,015千円

合計 171,507千円

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 △81,076千円

建物 △4,763千円

その他有価証券評価差額金 △1,841千円

合計 △87,681千円

繰延税金資産の純額 83,825千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1）親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

又は職業

議決権の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

新日鐵
住金㈱

419,524 鉄鋼業
被所有
　直接
　間接

33.67
1.11

主要材料の
購入

役員の兼任

主要材料の
仕入

7,502,893 未収入金 181,299

取引条件及び取引条件の決定方針等

①主要材料の仕入は商社を通じて仕入れていますが、当社と当該関連当事者との間で市場動向

等を参考にして価格交渉を行い決定しています。

②上記取引金額には、消費税等が含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれていま

す。

（注）ａ．取引金額には商社経由の仕入金額を含めて表示しています。

ｂ．商社経由の取引であるため、当該関連当事者に対する仕入債務は発生しません。

ｃ．新日鐵住金㈱は、2019年４月１日をもって日本製鉄㈱に商号変更しています。

８．企業結合に関する注記

（共通支配下の取引等）

三和精密工業株式会社

当社は、2018年２月14日付で締結した当社を存続会社、当社の完全子会社である三和精

密工業株式会社を消滅会社とする吸収合併契約に基づき、2018年４月１日付で同社を吸収

合併しました。

(1）取引の概要

　①　結合当事企業の名称及びその事業の内容等（2018年３月31日現在）

　　　　　結合企業の名称　　　株式会社サンユウ

　　　　　事業の内容　　　　　みがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線の製造・加工及び販売

　　　　　被結合企業の名称　　三和精密工業株式会社

　　　　　事業の内容等　　　　みがき棒鋼の精密加工

　　　　　　　　　　　　　　　　売上高　　　　244,457千円

　　　　　　　　　　　　　　　　当期純損失　　△8,052千円

　　　　　　　　　　　　　　　　純資産　　　　163,261千円

　　　　　　　　　　　　　　　　総資産　　　　270,206千円

　　②　企業結合日

　　　　2018年４月１日

　　③　企業結合の法的形式

　　　　当社を存続会社、三和精密工業株式会社を消滅会社とする吸収合併
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　　④　結合後企業の名称

　　　　株式会社サンユウ

　　⑤　合併の目的

店売市場の縮小等国内市場の頭打ち傾向という厳しい事業環境にあって、以下の㋑

～㋩のとおり、経営資源の機動的・効率的な活用を図るとともに、技術・品質面及び

コンプライアンス面において経営体制の強化を図り自動車関連分野における取引拡

大に資するものとしたい。

㋑．二次加工分野を含む一貫品質管理・保証体制の確立、技術開発力の強化、並び

に外注先を含む効率的な加工体制の構築

㋺．一貫した収益・コスト管理体制の確立、並びに設備投資等の意思決定の迅速化

㋩．精密加工能力を活用した営業拡大

(2）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を実施しまし

た。

なお、これにより当事業年度において抱合せ株式消滅差益として85,645千円を特別利

益に計上しました。

（取得による企業結合）

大阪ミガキ株式会社

連結計算書類「注記事項（企業結合に関する注記）」に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しています。

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,323円34銭

１株当たり当期純利益 85円52銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月９日

株 式 会 社 サ ン ユ ウ

取 締 役 会 御 中

有限責任あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 畑 孝 英 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 堀 　 重 樹 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社サンユ

ウの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算

書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人

は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不

正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見

表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成

と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が

採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま

れる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンユウ及び連結子会

社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月９日

株 式 会 社 サ ン ユ ウ

取 締 役 会 御 中

有限責任あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 畑 孝 英 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 堀 　 重 樹 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社

サンユウの2018年４月１日から2019年３月31日までの第73期事業年度の

計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びそ

の附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め

ている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について

監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚

偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及

びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第73期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告致します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①　取締役会、執行役員会（現 経営会議）その他重要な会議に出席し、

取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査致しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明致しました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本
方針については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、そ
の内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け必要に応じて説明を求めました。
　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討致
しました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。
　　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認め
られません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

2019年５月13日

株式会社サンユウ 監査役会

常 勤 監 査 役 山 田 邦 夫 

社 外 監 査 役 熊 岡 繁 喜 

社 外 監 査 役 長谷川  泰一郎 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

第73期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案し、

以下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金15円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は、90,667,560円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2019年６月28日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役３名選任の件

取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候
補
者
番
号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１
にし

西
の

野
じゅん

淳
じ

二
（1956年２月６日生）

1981年４月　新日本製鐵株式會社入社

1997年６月　同社室蘭製鐵所圧延工場棒鋼

技術グループリーダー

2005年４月　同社名古屋支店　部長

2007年７月　同社釜石製鐵所製造部長

2009年７月　同社室蘭製鐵所製品技術部長

2011年４月　同社棒線事業部棒線営業部部長

2012年10月　新日鐵住金株式会社（現 日本

　　　　　　製鉄株式会社）へ統合

　　　　　　同社棒線事業部棒線技術部長

2013年４月　同社棒線事業部上席主幹

2014年３月　同社退社

2014年４月　当社入社　当社顧問

2014年６月　当社代表取締役社長（現任）

400株
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候
補
者
番
号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

２
か

加
とう

藤
かず

和
ひこ

彦
（1959年10月17日生）

1982年４月　日鐵商事株式会社入社

1999年４月　同社大阪支店総務部審査チーム

リーダー

2005年４月　同社審査部長

2010年４月　同社参与審査部長

2012年４月　同社執行役員審査部長

2013年10月　住金物産株式会社との経営統合

により日鉄住金物産株式会社

（現 日鉄物産株式会社）となる

　　　　　　同社執行役員内部統制部長

2014年４月　同社執行役員

2016年４月　当社入社　当社顧問

2016年６月　当社取締役執行役員財務部長

　　　　　　（現任）

1,000株

３
し

清
みず

水
よし

良
ひろ

寛
（1974年４月28日生）

1997年４月　福岡地方裁判所入庁　裁判所書

記官

2002年11月　司法試験合格

2003年３月　同所退職

2003年４月　司法修習（修習第57期）

2004年10月　弁護士登録（大阪弁護士会）

　　　　　　弁護士法人　淀屋橋・山上合同

入所

2010年４月　同所パートナー（現任）

2011年４月　マックスバリュ中部株式会社社

外監査役（現任）

2015年６月　当社社外取締役（現任）

0株
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（注）１. 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

  ２. 清水良寛氏は、社外取締役候補者であります。

  ３. 社外取締役候補者の選任理由について

  清水良寛氏におきましては、過去に社外役員となること以外の方法で

会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士としての豊富な

経験と専門知識を有しており、また他社で社外役員を経験されている

ほか、当社社外取締役としてその職責を果たしていることから、業務

執行に適切な助言・監督をいただけるものと判断し、引き続き社外取

締役としての選任をお願いするものであります。

  なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって４

年となります。

  ４. 社外取締役との責任限定契約について

　当社は、清水良寛氏との間で、会社法第427条第１項の規定による責任

限定契約を、賠償責任の限度額を法令の定める最低責任限度額として

締結しており、同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する

予定であります。

  ５. 独立役員について

  当社は、清水良寛氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合

は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
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第３号議案　監査役３名選任の件

監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。
候
補
者
番
号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１
たま

玉
い

井
こう

孝
いち

一
（1958年11月５日生）

1982年４月　丸紅株式会社入社
1997年10月　同社経理部課長代理
2000年12月　同社繊維経理部課長代理
2002年４月　同社監査部主任監査員
2015年４月　丸紅食料株式会社へ出向
　　　　　　同社常勤監査役
2018年６月　丸紅ファッションリンク株式会

社へ出向　同社常勤監査役
 

2019年４月　丸紅株式会社非常勤嘱託社員
（現任）

0株

２
は

長
せ

谷
がわ

川
たい

泰
いち

一
ろう

郎
（1968年５月10日生）

1992年４月　住友金属工業株式会社入社
1998年６月　同社条鋼部東京自動車条鋼第一

グループ
2000年４月　株式会社住友金属小倉へ転籍

同社営業第一部自動車鋼材室勤
務

2001年４月　同社営業第二部加工素材室参事
補

2008年５月　同社営業第二部加工素材室参事
2012年１月　住友金属工業株式会社へ転籍

同社棒線営業部加工素材室参事
2012年10月　新日鐵住金株式会社（現 日本
　　　　　　製鉄株式会社）へ統合

同社棒線事業部棒線営業部棒鋼
第一室主幹

2014年４月　同社大阪支社棒線第一室長（現
任）

2014年６月　当社監査役（現任）
2016年３月　日鉄住金精鋼株式会社（現 日鉄

精鋼株式会社）社外監査役
（現任）

0株

－ 45 －

監査役３名選任の件



候
補
者
番
号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

３
ふじ

藤
た

田
のり

典
あき

明
（1955年８月19日生）

1974年４月　大阪国税局入局
2007年７月　大阪国税局和田山税務署長
2010年７月　大阪国税局査察部査察総括第一

課長
2012年７月　大阪国税局宇治税務署長
2013年７月　大阪国税局査察部査察管理課長
2014年７月　大阪国税局査察部次長
2015年７月　大阪国税局北税務署長
2016年８月　税理士業開業（現任）

0株

（注）１. 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

      ２. 玉井孝一、長谷川泰一郎及び藤田典明の３氏は社外監査役候補者であ

ります。

      ３. 社外監査役候補者の選任理由について

        ①玉井孝一氏におきましては、丸紅株式会社において経理及び監査業務

に従事するなど、経営全般に対し豊富な経験を有しており、それを当

社の監査に活かしていただきたいため、社外監査役としての選任をお

願いするものであります。

        ②長谷川泰一郎氏におきましては、材料仕入れについて当社との間で取

引がある日本製鉄株式会社において同社の大阪支社棒線第一室長を務

めるなど、鉄鋼人としての豊富な経験と幅広い知見を有しており、そ

れらを当社の経営全般の監査に活かしていただきたいため、社外監査

役としての選任をお願いするものであります。

          なお、同氏の当社監査役在任期間は、本総会終結の時をもって５年と

なります。

        ③藤田典明氏におきましては、過去に会社の経営に関与された経験はあ

りませんが、税理士としての専門的な知識と幅広い経験を有しており、

それらを当社の経営全般の監査に活かしていただきたいため、社外監

査役としての選任をお願いするものであります。

      ４. 特定関係事業者の業務執行者について

          長谷川泰一郎氏は、当社の特定関係事業者である日本製鉄株式会社の

業務執行者として上記の地位を務めるとともに、過去２年間において

同社より業務執行者としての給与等を受けており、今後も受ける予定

であります。
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      ５. 社外監査役との責任限定契約について

          当社は、長谷川泰一郎氏との間で、会社法第427条第１項の規定による

責任限定契約を、賠償責任の限度額を法令の定める最低責任限度額と

して締結しており、同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続

する予定であります。

          また、玉井孝一及び藤田典明の両氏の選任が承認された場合は、当社

は両氏との間で、同内容の責任限定契約を締結する予定であります。

      ６. 独立役員について

          藤田典明氏の選任が承認された場合は、当社は同氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であ

ります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　場……大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号

当社３階ホール

電話番号（072）858－1251（代表）

下車駅……ＪＲ学研都市線津田駅（徒歩約15分）
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